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論 文 内 容 の 要 旨

まず序論 「民事訴訟 と心理学」では、法的問題についての心理学的考察のこれまでの取 り組 み

と現状 を概観 し、特にこの研究では民事裁判の局面での制度設計の観点か ら、人間行動 の正 確な

理解 に基づ く政策論や解釈論を行 うと'いう研究 目的を示 している。 この一般的な導入 に続 き、第

1章 「紛争解決過程 における手続の選択」では、紛争解決にあたりどのような手続が選択 され る

のか という局面 の心理学的考察に当て られている。特に紛争解決手段の選択 にあたって、当事 者

が公正 さへの配慮や手続への配慮 をどのように見 ているのか という最 も基本的な手続問題を考察

す る。手続開始の局面 において、手続結果ではな く、公正 さや手続への配慮が どの程度の影響 力

を持 っているのかを検討 し、 この要素が重視 されていることを明 らかにする。 さらに、 これ らの

心理学的研究が活発 なアメ リカ合衆国の成果を利用す るに当たり、アメ リカと文化 的に異 なった

わが国で手続的公正 や手続への配慮の受 け止 め方 に違 いがありうることか ら、果 た してわが国で

この点 に顕著な相違が見 られるのかを検証する目的で著者 自身が行 った実験結果 により、わが国

で も公正 さや手続への配慮が手続選択の重要 な要素であることを確認す る。続いて、第2章 「紛

争解決 と手続環境」では、手続環境が当事者 の心理に及 ぼす影響 を分析す る。 ここの中心 は法廷

構造 が当事者に対 して重要 な影響を与えるか否かであ り、 これを特 に弁論兼和解 との関連で、弁

論の環境、 ラウン ドテーブル方式 の法廷、非公開心理などの もっ心理学的効果を検証 した。 この
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2つ の章 は以後 の研究全体 についての導入 としての意味をもつ。

第3章 か ら第5章 までは 「証人尋問の心理」という共通の タイ トルのもとで、証人尋問の局面

における関係人の心理 にっ き具体的な考察 をするものであ り、本論文 の中心部分を なす。 まず、

第3章 は証入尋問の際の承認 の心理の考察 に当て られる。アメ リカにおける幾っかの証人尋問の

実験の成果に依拠 しつっ、証人 の証言行動にっ き、知覚段階での歪曲の可能性、保持段階での歪

曲の可能性、抽出段階での歪曲の可能性が大 きいことを明 らかにする。 この証言の不確実性 を前

提に、当事者によって行われる交互訊問制の機能 として特に証言の信愚性を確保す るために反対

訊問が重要な こと、事前 の証人への面接 は記憶 自体を変容 させ る恐れがあることなどを明 らか に

す る。次 に裁判官 による訊問制度 には、一方で証人 に対する事後情報の遮断、訊問の際の暗示や

誘導の排除 という合理性を有 しているが、他方で裁判官は事件 にかかわ りが薄 い ことな どか ら、

裁判官による訊問は証言を歪曲 している証人 に対 しては有効な訊問方法 にな り得ないな どの問題

点があることを明 らかにした。第4章 では証人尋問での裁判官の側の心理の分析 が行 われ、証 人

尋問の研究では情報を受け取 る側の心理の考察が不可欠だ との観点か ら、判断者 の心理 のメカニ

ズムを探 る。考察 は人間一般 の判断作用に立ち返 って基礎的な考察を行い、その結果 を裁判官 の

判断作用 に類推する ものである。まず、人聞一般 の判断形成過程 を 「問題解決過程 の心理」 と

「清報提示 と説得効果」 に分 ける。「問題解決過程 の心理」.の分析のための実験結果 として、人間

は事象間の関連 にっ いてある特定の 《仮説》を もっている場合には、観察 はそれに適 したデー タ

を見つ ける方 向に駆 り立て られ、 《仮説》 に反するデータは捨て られか曲げて解釈 される傾向が

あることを紹介 し、そこか ら裁判官の経験や知識が もたらす 「構え」が判断に対 して影響 を及 ぼ

す可能性 が指摘 される。さらに、「情報提示 と説得効果」については、情報を提示す る順序 が説

得効果 に影響 を及 ぼす ことを明 らかに した実験が紹介 され、証拠の提示の順序 の入 れ替 えによ っ

て同 じ事件で判決 が全 く逆 になる可能性 さえ在 ることが示 され る。 さらに、訴訟手続 の構造 を心

理学的側面か ら考察 した実験を紹介 して、証人尋問の形態 にっき、対立的提示型である交互尋 問

制 と単一的提示型 である裁判官尋問制の もっ意義を探 る。実験 によれば、 このような対立 的提示

型の方が単一者提示型 よりも予断の影響を受 けに くいことを示 しているとい う。 しか し著者は さ

らに考察 を進 めて、一般 にアメ リカでは裁判官尋問制が心理学的考察 によって否定的評価 を受 け

る傾向にあるが、現実 にはそのデメ リッ トを補完す る別の制度、例えば当事者の補充的尋問が存

在 していること、 さらに非集中審理形態で は正確な判断の回復を図 る機会 は豊富に存在すること、

またわが国の証拠調べに先立っロ頭弁論 こそが対立的提示段階であ り、裁判官 の予断排除 に有効

な機能を果たすなどの点を指摘す る。第5章 では、さらに証人尋問の際の当事者 の審理が考察 さ

れ る。正確 な事実認定 にはより多 くの情報が裁判所に提示 されることが一っの前提 にな るが、証

拠収集 の役割 を担 うのは当事者である。そこで、手続の差異 によって当事者 の立証活動が どの よ
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うな影響 を受 けるのかを明 らかにす る。紹介 された実験 の結果 によれば、当事者主義型訴訟構造

の代理人 は、 自らの側の勝訴の為に活動す るか ら、証拠収集が勝訴 に直結す るときに価値 を見 い

だすが、 自己の側 に有利な証拠 があ るときは比較的早 く証拠収集 をやめ る傾 向があ り、反対 に、

有利な証拠が少ないときは勝訴の見込みが出るまで証拠収集を続 ける傾向が見 られ る。他方、糾

問主義型手続構造で代理人が裁判所の補助者 として証拠の収集 をす る場合には、当事者 の勝敗 に

かかわ りな くある程度の証拠 を収集 し、それが現実 の証拠状況を反映 していると判断 した時点で

証拠収集 をやめる傾向にある。一般論 としては当事者主義が当事者の立証活動 を活発化 させる も

ので も証拠提示 の効率化 をもた らす もので もないとの実験結果 の報告 を紹介する。

以上 は主 として事実認定の正確性 という、客観的観点か らの検討で あったが、第6章 「事実認

定過程 における手続関与 の審理分析」では事実認定過程 における構造 の違 いが当事者 の手続への

満足感、及 び結果への満足感 という審理 にどのような影響を与えるのか とい う、当事者の主観 的

側面 にかかわる問題を検討する。当事者主義的手続 と糾問主義的手続 のそれぞれが、「当事 者の

公正判断」 に及ぼす影響を調べるために行われたアメ リカでの実験結果によれば、当事者主 義的

手続の方が当事者 の公正 にっいての満足感 は高 く、勝敗 に影響 されないこと、特 に当事者 の手続

過程 コン トロールの高い当事者主義的手続 の方が公正な者 と見なされた、また、「決定コントロー

ル」 と 「過程 コン トロール」 とが紛争解決手続に及 ぼす影響 の調査か ら、高 い 「過程 コ ン トロー

ル」の場合 に高 い公正判断を示す傾向があるとい う実験結果 を紹介 し、 これ らに基づいて民事訴

訟 との関係を検討 して、特 に証人尋問における手続関与の意義 は、尋問権の所在が当事者 にある

のか裁判所 にあるのかが重要だとみる。また、当事者 自身に対す る本人尋問は当事者が直接裁判

所 に自らの立場 を伝える機能 をもっと位置づけ、著者 は本人尋問 に新 しい意味を見いだ している。

第7章 は 「手続構造上 の紛争解決促進要素 の研究に向けての試論」であり、手続 の公正 さ と服

従性の相関関係を明 らかに して、紛争解決 に有益 な要素 を心理学 の観 点か らも探 るものであ る。

また第8章 「紛争解決 とその後の義務の履行」で は、アメ リカの実証研究で明 らかにされた、同

意 による解決 が義務の任意履行率が高いことを手掛 りに、手続の中に同意 の要素をどのように入

れ るのかを探 る。最後 に、第9章 「手続工学 としての裁判心理学」では、手続 のもっ機能 を客観

的、科学的に把握す るとともにそれを生か した訴訟手続をデザインするための手続工学 の提唱 を

している。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

本論文 の意義

本論文 は、 しば しばその重要性が指摘 されなが らほとんど試み られ ることがなか った民事裁判
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の過程 における心理学的な立場か らの本格的な研究である。

裁判 の過程 は、当事者間、裁判所、証人 などの人間的な関係 を基礎 に していることか ら、 その

心理的研究 は極 めて重要であ り、具体的な訴訟制度 もこのような心理的な観点 を抜 きにして考察

す ることはで きない。 これまで、訴訟制度 にっいては理念的な面や実務家の経験 に基づ き裁判心

理 に関す る見解 が公 にされてきた。 しか し、本格的に心理学の理論的研究 に裏打 ちされた民事訴

訟の審理過程の研究 は皆無であ った。本研究は、本格的な心理学研究に裏打 ちされた研究であり、

従来の研究 の穴を埋 める重要 な意義を もっ。著者の このような研究成果 は既 に学界において も注

目され、極あて高 く評価 されている。

この研究では、裁判過程 の心理学的研究で多 くの注 目すべ き成果 をあげているアメ リカにお け

る研究や実験 に依拠 して これを十分 に紹介 ・検討す るとともに、それに引 きず られ ることな く批

判 的な考察 を加えている。さ らに、そのようなアメ リカでの知見に留 まらずねそのわが国の民事

訴訟実務 における意義 を検討 しているが、その考察 は思弁的な ものに陥 ることな く、わが国の裁

判実務の実態を踏 まえて広 い観点か らの極 めて適切な ものであ り、著者 のわが国 の実務に対す る

深い理解 を窺 わせる。今後本論文 は、単 に学界のみでな く、実務界に も有益 な、法政策 的考察 の

資料 を提供す ることになろう。

既 に しば しば述べたよ うに、本研究 は主 どして法心理学 にっ き先進的な成果を上げているアメ

リカにおける研究を基礎 にしている。 しか し、著者 自身が しば しば指摘 しているように、裁判制

度において、アメ リカとは極 めて法文化的な違いの著 しいわが国にっ いて、 アメ リカにおける実

験結果 に基づいて訴訟政策 を論 じることに限界があることも事実であろう。理想的 には、わが国

の実情 に合致 した実験や調査 による検討が望 まれよう。 この意味で、本研究が 「序説」 とい うタ

イ トルを付 しているのにはそれな りの理 由があるともいえる。 しか し、わが国で今 日まで この分

野の研究が皆無であ った ことを思えば、これは極めて過多な要求であるともいえる。む しろ、本

研究 はこのような状況 にありなが ら、極 めて広範囲 に行 き届いた目でアメ リカにおける研究を吸

収 し、 しか もわが国の裁判実務 の深 い理解 の もとに、入念で行 き届いた考察 を行 ってお り、 わが

国の法政策的な観点か らも極めて説得的な研究になっている点は高 く評価 される。
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